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事務局（総務企画課・保健体育課）

運営本部
（方針決定機関）

運営委員会
（諮問機関）

事業実施体制

文部科学省

学校支援チーム設置県

災害発生時の方針決定 意見照会 助言

各市町(組合)教育委員会

庁内他部局

助言
情報提供

京都市教育委員会

D-EST京都
（ R7.4.1 設置）

市町村教育連合会・各校種校長会

各学校

チーム員

養成研修の実施
コミュニティの運営

府内公立学校教職員 70名
府教委事務局職員 41名
（ R8.2時点）

事業協力依頼
成果還元（校内研修等）

研修視察
相互協力

事業協力依頼
成果還元

運営委員会への参画依頼
事業への助言・協力

相互協力
情報共有

関係団体

研修講師の派遣
助言・連携

事業協力
助言・連携

• 京都大学防災研究所
• 日本赤十字社京都府支部
• 京都府臨床心理士会
• 地方危機管理研究所
• ピースウィンズ・ジャパン
• 京都府災害ボランティアセンター
• 京都府社会福祉協議会
• 日本防災士会京都府支部

（順不同）
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多機関（行政・関係団体等）との協働により得た知見・成果を、チーム員を通じ、学校現場へ波及させる体制を構築



今年度の取組状況

内容 4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

本事業の認知拡大・
協力体制の構築

チーム員の養成・
活動支援

災害発生時の
支援体制整備

養成研修の実施推薦依頼

Microsoft Teams上でのチーム運用

活動状況アンケート
実施・結果共有

第１回学校 支援
チーム研修会へ
の参加

携帯用ハンドブック素案作成

派遣時に必要な物品の精査・調達

支援隊派遣・受入方法
マニュアル化検討

受講
決定

次年度実施研修の内容検討

振り返り

各種会議・研修会における周知活動

運営委員会の開催

京都市教育委員会との連携調整

養成研修のオンデマンド動画配信
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主に「本事業の認知拡大・協力体制の構築」、「チーム員の養成・活動支援」、「災害発生時の支援体制整備」の３つの取組を推進



報告事項

学校支援チームの設置意義や効果の周知方法について

目 的

アピール
ポイント

チーム員の所属する職場の理解を得る D-EST京都の認知拡大・協力体制を構築する

所属にチーム員を置くメリット

• 被災した場合における、早期の学校再開に向けた推
進役

• 平時における防災体制の確立、防災教育の充実

周知先
推薦機関
• 各市町(組合)教育委員会、府立学校、庁内各課 (室)）

チーム員が所属する管理職等

早期の学校再開がもたらす効果

• 児童生徒、保護者、地域にとって日常を取り戻すた
めの第一歩となる

周知方法

会議の場での説明
• 公立学校長・園長会議、府立学校保健部長会議 等

研修会での行政説明

• 学校安全教室指導者講習会（災害安全）

養成研修のオンデマンド動画配信

成 果 チーム員を活用した取組が進んだ 京都市教育委員会との連携の方向性が定まった

D-EST京都の認知拡大・協力体制を構築する

一般府民

京都市教育委員会

府教委広報誌による広報活動

メディア（ラジオ・新聞）での周知

京都市教育委員会への訪問
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小学校

中学校

高校

特別支援学校

養護教諭

指導主事

行政職員 管理職

日程 ねらい 講師所属

研修Ⅰ

６月 17日

大規模災害発生後の学校の状況を

知り、支援者としての視点を身に

付ける。

岡山県教育委員会（災害時学校支援チー

ムおかやま）

（特非）地方危機管理研究所

日本赤十字社京都府支部

（一社）京都府臨床心理士会

研修Ⅱ

８月８日

京都府の災害リスクを知り、学校

の防災対策と効果的な防災教育に

ついての視点を身に付ける。

京都大学防災研究所

京都府危機管理部災害対策課

（特非）ピースウィンズ・ジャパン

（一社）京都府臨床心理士会

研修Ⅲ

11月20日

特別な配慮が必要な児童生徒への

対応など、より専門的な視点を身

に付ける。

京都府教育委員会（ D-EST京都）

（一社）京都府臨床心理士会

兵庫県教育委員会（震災・学校支援チー

ムEARTH）

1 養成研修受講者の推薦

3 研修受講

4 チーム員に委嘱  

2 受講決定

避難所運営のシミュレーションの様子

研修内容

３年間で 200名のチーム員を養成するため、公募制ではなく、各推薦機関に
推薦目安人数を示し、推薦いただく。

推薦いただいた全ての方を受講決定。

研修修了要件を満たした 88名を新たにチーム員に委嘱。
男女比及び年齢構成には偏りがあるものの、校種についてはバランスよく
養成できた。

報告事項

学校支援チーム構成員の養成方法及び成果共有について

養成状況

男性

女性

男女比

男性

83%

20代

30代40代

50代

年齢構成

30代・ 40代

90%

職種構成

教員

74%

６月～ 11月にかけて全３回の研修を実施（全て対面開催）
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報告事項

学校支援チーム構成員の養成方法及び成果共有について

5 各所属においてチーム員として活動  

6 活動状況アンケートの実施  

7 アンケート結果の共有  
今年度中に、チーム員に結果を共有し、来年度以降の取組の参考にしていただく。

チーム員111名を対象に、 Microsoft Forms上でアンケートを実施し、期限内に 51名から回答を得た。（回答率：約 46%）

【 教員】 活動実施の有無と活動内容

有 無 有 無

0 20 40 60 80 100

学校安全計画等の見直し

地域連携のコーディネート

避難訓練の企画運営・見直し

地域等との合同避難訓練の実施

防災教育の実施

各教科等の指導計画見直し

校内外での研修講師

自己研鑽として研修会等への参加

その他

0 20 40 60 80 100

学校における防災教育の実施支援

学校と地域の連携に係る支援

防災教育等に関する学校への情報提供

学校への防災物資の提供

防災に関する照会回答

研修講師

自己研鑽として研修会等への参加

その他

【 行政職員】 活動実施の有無と活動内容

74％ 70％

活動した 活動した
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報告事項

全国の自治体に対して参考になるポイントについて

計画的なチーム員養成方法の確立

公募によるチーム員募集ではなく、推薦目安人数の割り当てによ

る募集を行ったため、計画的なチーム員養成が可能になった。

チーム員との連絡体制の構築

Microsoft  Teams を活用し、チーム員・推薦機関・事務局の３者

で構成するコミュニティを運用。これにより、事務局からチーム

員に直接連絡を取ることや、チーム員同士の交流を深めることが

可能になった。

十分に検討期間を設け、業務量を適切に見込むこと

検討すべきことが山積した状態で、京都府災害時学校支援チーム

の設置日を迎えてしまい、常に検討事項や課題に追われながらの

事業運営となった。

事務局体制のさらなる強化

今年度から組織改編により係を新設し、本業務の対応に当たった

が、当初の想定以上の業務量となったため、業務量に対し、人員

が不足した状態で事業を進めることとなった。

積極的に参考にしていただきたい点 改善の余地として参考にしていただきたい点
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本事業の認知拡大
・協力体制の構築

チーム員の養成・
活動支援

災害発生時の
支援体制整備

今後の見通し
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R7年度 R8年度 R9年度

チーム員養成者数 200名88名

チーム員のいる市町 (組合)教育委員会の割合 100％
チーム員のいる府立学校の割合 100％

91.7％

39.7％

チーム員として平時の活動に取り組んだ割合72.5％ 100％

支援隊派遣・受入方法のマニュアル化 訓練実施・マニュアル改訂

京都市教育委員会との具体的な連携方法の検討

Microsoft Teams上の投稿への平均リアクション率 100％50.7％

情報発信手段の検討 事務局からの情報発信回数 24回/年

携帯用ハンドブックの完成・配布

今年度進めてきた３つの取組を軸に、次年度以降、さらに取組内容を拡大・強化させる

資質向上研修の実施
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